
様式第３号（第７条関係）
事業計画書
（１）申請者
	ふりがな
社名・氏名
（代表者職氏名）
	
	生年月日
（年齢）
	　年 　月 　日（　　歳）

	（会社）所在地
（個人）住　所
	〒　　　－
※市外の方の場合は、補助期間内に千葉市内に会社を設置（個人の場合は、主たる事業所を設置する開業届の提出でも可）すること
を条件に補助対象とします。

	支援を受けた特定創業支援等事業
	支援を受けた年度：　　年度
支援を受けた特定創業支援等事業：
□　創業者研修（千葉市産業振興財団）　
□　経営力強化講座（令和２年度まで）（千葉市産業振興財団）
□　CHIBA-LABO入居者限定創業個別相談会（千葉市産業振興財団）
□　創業スクール（千葉商工会議所）　 □　創業スクール（千葉県信用保証協会）
□　スタートアップ型創業支援スクール（中小機構 千葉大亥鼻イノベーションプラザ）
□　市外の特定創業支援等事業（名称：　　　　　　　実施機関名：　　　　　　）

	申請者の経歴　※会社の方は、代表者の経歴をご記入ください。



（２）創業形態（予定）
	開業･会社設立日（予定日）
	　　　年　　月　　日
	【会社設立前に個人事業主として事業を行っていた方のみ】
個人事業主の開業日：　年　月　日

	資本金又は
出資金
	千円
（うち大企業からの出資：　　　千円）
	事業形態
	□ 株式会社
□ 合名会社
□ 合資会社
□ 合同会社

	株主又は
出資者数
	　　　　　　　　　　　　　名
（うち大企業からの出資：　　　　名）
	
	

	役 員 ・
従業員数
	合 計
	　　　　名
	内 訳
	①役　員：
（会社のみ）
	　　　　　名
(うち大企業の役員又は職員を兼ねている者： 　名)

	
	
	
	
	②従業員：
	　　　　　名

	
	
	
	
	③ﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ：
	　　　　　名

	事業に要する許認可・免許等
（必要な場合のみ記載）
	許認可・免許等名称：
	

	
	取得見込み時期：
	


（３）事業計画

内容の記載は、具体的かつ簡潔に記述し、必要により図表を交え、重要ポイントを分かりやすく記載してください。
	①創業する目的　※創業するきっかけや目的、経営理念・ビジョン、どのような地域課題、社会的課題を解決したいか等を記載



	②事業内容　※何を、誰に、どのように提供するのかを記載
【何を】
【誰に】
【どのように】


	③収益モデル　※仕入れ先、取引先、販売先等との関係やどこで収益を上げるかを記載（関係図を挿入又は別添も可）


	④事業を進める上での課題と対応方法　※発生が想定される課題とそれに対する対応方法を記載


	⑤展開しようとするビジネスが成立する根拠（独自性と競争優位性）
差別化要因の整理

※該当する差別化要因及び優位性　※該当する項目すべてに☑
□商品・サービス　　□提供方法　　□販促方法　　□価格　　□その他
差別化要因の内容

※上記の差別化要因ごとに新規性及び競合他社と比較したビジネス上の強み等を記載


	⑥売上計画
１年目
（  年　月～　年　月期）
２年目
（  年　月～　年　月期）
３年目
（  年　月～　年　月期）
売上高
※⑦収支計画の(a)売上高に転記してください。
千円
千円
千円
売上高の積算根拠
※値段と販売数等、売上高の積算根拠を客観的に示してください。
売上増の方法
（販促活動等）
⑦収支計画
１年目
（  年　月～　年　月期）
２年目
（  年　月～　年　月期）
３年目
（  年　月～　年　月期）
(a)売上高
千円
千円
千円
(b)売上原価（仕入）
千円
千円
千円
(c)売上総利益(a-b)
千円
千円
千円
(d)販売管理費合計
千円
千円
千円
(d)の
内訳

人件費

千円
千円
千円
賃借料

千円
千円
千円
減価償却費

千円
千円
千円
旅費交通費

千円
千円
千円
通信費

千円
千円
千円
広告宣伝費

千円
千円
千円
事務・消耗品費

千円
千円
千円
外注費

千円
千円
千円
その他経費

千円

千円

千円

営業利益(c-d)
千円
千円
千円


	⑧事業スケジュール　※商品・サービスの開発、顧客開拓、販売、売上計上などについて事業計画を具体的に記載してください。
実施時期
具体的な実施内容
１年目（四半期別）
　～　月
　～　月
　～　月

　～　月

２年目
３年目



（４）経営相談を行った経営支援機関及び担当者　（面談日：　年　月　日）
	経　営　支　援　機　関　名
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	経営支援機関からの
アドバイス
	Ex)商品のターゲットを明確にするようアドバイスを受けた。

	事業計画のブラッシュ
アップ内容
	Ex)「女性」としていたターゲットを「フルタイムで働いている２０代の女性」に修正し、それに伴い商品PR方法をターゲットの利用率が高いSNSを中心とした手法に変更した。


※経営支援機関は、次のいずれかに限ります。
公益財団法人千葉市産業振興財団、千葉商工会議所、千葉県信用保証協会、中小企業基盤整備機構 関東本部（千葉大亥鼻イノベーションプラザ）
※１回以上、事業計画に関する経営相談を受け、経営支援機関の了解を得た上で記入してください。
